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例として、タイを見る。次に第 3 節では、フィリピンにおける、NGO 主導でのマイクロイ
ンシュアランスの現状を見る。第 4 節では、政府の対処能力も NGO 育成も未成熟な太平
洋島嶼国における、国際機関や先進国政府のリスクファイナンスへの関与状況を見る。 






2.1 2011 年タイ大洪水 
 
2011 年の 9 月から 10 月にかけて、タイ中部で大洪水が発生し、大きな被害をもたらし
た。記録的な大雨により、国土を縦断するチャオプラヤ川の水量が増えて堤防が決壊した
ため、タイ 77 都県中 44 県で洪水が発生し、800 人以上の死者を出した。10 月に中部のア
ユタヤ県とパトムタニ県で 7 つの工業団地2 が次々と水没し、日系企業 450 社を含む 800
社が被災した一方、首都バンコクでも浸水が長期化した3。 
                                                          
1 http://www.unisdr.org/files/29288_apdr2012finallowres.pdf（2016 年 1 月 4 日確認）． 
2 サハラタナナコン、ロジャナ、ハイテク、バンパイン、ファクトリーランド、ナワナコン、バンガ
ディーの各工業団地。 
3 日本経済新聞 2014 年 12 月 2 日朝刊「タイ工業団地 8 割再開、大洪水から 3 年」。 
－ 2 － 
浸水面積は 45,000 平方キロメートルを超え、これは日本の九州の面積よりも大きい。工
業団地での浸水は、深い所では 3 メートルに達した。 
洪水は、津波とは異なりゆっくりしたスピードで押し寄せるため、東日本大震災と比べ





イでは直接経済被害額が 300 億ドル程度と推計され、これはタイの GDP 比 9.4%であるの















                                                          
4 石井（2013）p.38。 
5 2011 年 6 月 24 日に内閣府が公表。内閣府ホームページ，at http://www.bousai.go.jp/2011daishinsai/pdf/ 
110624-1kisya.pdf#search='%E6%9D%B1%E6%97%A5%E6%9C%AC%E5%A4%A7%E9%9C%87%E7%8
1%BD+%E7%B5%8C%E6%B8%88%E8%A2%AB%E5%AE%B3%E9%A1%8D+%E5%86%85%E9%96%
A3%E5%BA%9C'（2016 年 1 月 4 日確認）． 
6 石井（2013）p.39。 
7 石井（2013）p.43。 
8 日本の損保会社は、2011 年度、異常危険準備金を大幅に取り崩すこととなった（日本経済新聞 2012
年 3 月 8 日朝刊「損保の準備金減少、大手 5 社、災害多く 1 兆円割れ」）。 























表 1 自然災害に係る発生保険金（日系損害保険会社、2010 および 2011 年度） 





国内自然災害 2,217 億円 1,795 億円 422 億円 2,479 億円 
タイ大洪水 5,017 億円 1,556 億円 3,461 億円 ― 
合計 7,235 億円 3,351 億円 3,884 億円 2,479 億円 
（出所）日本損害保険協会ホームページ。 
 

















系企業等の保険契約者に提供する仕組みである（図 1 参照）。 






                                                          
12 タイ大洪水直後の 2011 年 11 月 28 日に、枝野経済産業相（当時）は、タイのキティラット副首相
（当時）との会談時にこの点を指摘している。これに対し、同副首相は、日系企業等の保険加入を
後押しするため、公的な再保険制度の創設を検討していることを明らかにした（2011 年 11 月 29 日
日本経済新聞朝刊「タイ副首相、経産相と会談で公的再保険言及」）。 
13 日本経済新聞 2012 年 1 月 17 日朝刊「タイ財務相、政府主導で保険提供、洪水再発リスク負担」。 
14 日本経済新聞 2012 年 3 月 22 日朝刊「タイ、洪水対策を本格化―タイ政府、洪水保険、月内に販
売」。 
15 日本経済新聞 2013 年 11 月 5 日朝刊 未来面での柄澤康喜三井住友海上火災保険社長コメント。 
16 日本経済新聞 2013 年 6 月 27 日朝刊「金融庁、金融市場の整備支援、タイ・インドネシア当局と
合意」。 


















 リスクモデリング会社は、この CAT モデルを専門的につくっている会社であり、世界に
は RMS（Risk Management Solutions）、AIR ワールドワイド、EQECAT の大手 3 社がある17。
これら 3 社は、1980 年代後半から 90 年代前半にかけて、いずれもアメリカで設立された。 
これらの会社が設立されて、初めて「自然災害リスクの分析モデル」が登場した。リス





年の ICT 技術の発展によるところが大きい。 
（3） 自然災害の発生場所等の地理データの収集。実際にどこで自然災害が発生したのか
                                                          
17 エーオン ベンフィールド ジャパン（2012）p.3。 








保険契約 再保険契約 再保険契約 
資金拠出と政府保証 
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を特定するための研究。地理情報システム（Geographic Information System : GIS）




























20 Schanz and Wang（2015）；インシュアランス損保版 2015 年 9 月 17 日「ジュネーブ協会、アジア洪
水リスクレポートを公表」。 
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 かかる状況下、財務省傘下の連絡調整機関として 1993 年に設立された全国金融評議会
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化がなされている。同国の保険法には、生命保険事業者、非生命保険事業者、複合保険事






層向けにマイクロインシュアランスを提供するものはなかったが、3.3 で述べる CARD 












フィリピン最大のマイクロファイナンス運営主体である CARD グループもまた、NGO を
その始まりとする。 
 「土地を持たない貧困女性のため、彼女たち自身によって所有され経営される銀行を設
立する」という理念のもと、1986 年、CARD Inc. が NGO として設立された。1990 年にグ
ラミン銀行から小規模融資のノウハウを全面的に取り入れ、女性のみを対象とする連帯保
証性の融資を開始してから軌道に乗り、マイクロクレジットを本格的に拡大した。1997 年
                                                          
27 雨森（2008）p.145。 
28 アジア生命保険振興センター（2015）によれば、2013 年初時点で、保険委員会の認可を受けたマ
イクロインシュアランス事業者はフィリピンに 80 ある。 
29 雨森（2010）p.70。 
30 雨森（2010）pp.70-71。 
－ 10 － 
には、フィリピンのマイクロファイナンス NGO として初めて中央銀行から銀行設立認可
を取得し、CARD Bank という銀行（農村銀行）を設立した。なお、CARD Inc. は銀行設立
後も NGO としてマイクロクレジットを継続している31。 




ことができず、2 年後に活動をいったん停止した。その後設立された CARD MBA は、保
険原理を正式に取り入れ、持続可能性を高めている。 
 CARD Inc.（NGO）と CARD Bank（銀行）の新規会員は、CARD MBA（保険の共済組合）
への加入が義務付けられる。マイクロインシュアランスは会員のニーズが高いため、抵抗
はあまりないようである。このような連携によって CARD MBA は会員数を順調に伸ばし
ており32、フィリピンのマイクロインシュアランス業界で突出して大きな存在となってい
る33。 




短縮されるとともに、CARD MBA の経費削減にも寄与している34。 






                                                          
31 CARD Inc.の支店が成長できると判断されて中央銀行から営業許可が下りれば、CARD Bank がそ
の支店を吸収する。NGO の CARD Inc.には貯蓄業務が認められていないが、CARD Bank は貯蓄がで
きることに加え、融資の種類も教育ローン、住宅ローンなど多様である。 
32 2014 年 9 月時点で、被保険者数は約 1,032 万人（日経産業新聞 2014 年 11 月 27 日「貧困層融資フィ
リピン最大手、貸出残高 16 年までに倍増」）。 
33 雨森（2008）pp.145-146；関屋・伊藤（2012）p.77。 
34 雨森（2008）p.147。 
－ 11 － 
表 2 CARD MRI の構成 
機関名 設立年 概要 
CARD Inc. 1986 マイクロファイナンス NGO 
CARD Bank Inc. 1997 
フィリピンで NGO が設立した初のマイ
クロファイナンス農村銀行 
CARD Mutual Benefit Association 1999 マイクロインシュアランス提供 
CARD MRI Development Institute 2006 スタッフ、顧客、外部の研修 
CARD MRI Insurance Agency 2007 
保険会社と提携して様々な保険ニーズ
に対応 
CARD SME Bank 2007 
マイクロファイナンス卒業生の金融
ニーズへの対応 
CARD Business Development Services
（BDS）Foundation Inc. 
2008 会員向け BDS 提供 
CARD MRI Information Technology Inc. 2010 CARD グループのデータベース管理 













 また、先進国も含めた保険制度全般に共通の問題として、逆選択35 とモラルハザード36 の





































次いでいることが報告されている（日本経済新聞 2010 年 12 月 20 日朝刊「貧困層向け小口融資、ア
ジアで広まる」）。 


















 また、保険原理を導入しているというフィリピンの CARD MBA も、2013 年 11 月、台








                                                          
38 米澤（2011）p.11。 
39 米澤（2011）p.7。 







対する年間平均被災額のワースト 20 のうち 8 ヵ国が、太平洋島嶼国である40。 
 また、国連大学は、世界の自然災害リスクについて、28 の指標で脆弱性や行政の対処能
力などを分析して算出した「ワールドリスクインデックス（WRI）」を、「ワールドリスク
レポート」の中で公表しているが、このレポートの 2014 年版41 によれば、太平洋島嶼国の
うちバヌアツ（1 位）、トンガ（3 位）、ソロモン諸島（6 位）、パプアニューギニア（10 位）、












れた42。「東京防災ハブ」は、「世銀防災グローバル・ファシリティ（Global Facility for Disaster 
Reduction and Recovery : GFDRR）」により運営されている。 
                                                          
40 世界銀行ホームページ（2013 年 1 月 18 日），at http://www.worldbank.org/ja/news/press-release/2013/01/ 
18/5-pacific-island-nations-to-be-insured-against-natural-disasters（2016 年 1 月 4 日確認）． 
41 http://i.unu.edu/media/ehs.unu.edu/news/4070/11895.pdf#search='WorldRiskReport2014'（2016 年 1 月 4
日確認）． 
42 世界銀行ホームページ（2014 年 2 月 3 日），at http://www.worldbank.org/ja/news/press-release/2014/02/03/ 
world-bank-and-japan-partner-to-improve-disaster-risk-management-in-developing-countries（2016 年 1 月 4
日確認）． 
－ 15 － 
 これに先立つ 2007 年に、「太平洋自然災害リスク評価および資金援助イニシアチブ
（Pacific Catastrophe Risk Assessment and Financing Initiative : PCRAFI）」が立ち上げられた。




















換を行い、太平洋島嶼国との関係を強化することを目的に、1997 年から 3 年ごとに「太平
                                                          
43 世界銀行ホームページ，at http://pcrafi.sopac.org/about/（2016 年 1 月 4 日確認）． 
44 世界銀行ホームページ，at http://www.worldbank.org/en/programs/disaster-risk-financing-and-insurance- 





－ 16 － 
洋・島サミット（Pacific Islands Leaders Meeting : PALM）」を開催している49。 









翌第 6 回太平洋・島サミットは、2012 年 5 月、沖縄県名護市で開催された。野田首相（当
時）は、東日本大震災の教訓を各国首脳と共有することを強調しつつ52、島嶼国との共同





 その後、関係者による具体的検討が進み、2013 年 1 月 18 日、マーシャル諸島、サモア、





                                                          
49 直近では、2015 年 5 月、福島県いわき市で第 7 回サミットが開催されている。 
50 外務省ホームページ（2009 年 5 月 23 日），at http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/ps_summit/palm_05/ 
summit_gh.html（2016 年 1 月 4 日確認）． 




53 外務省ホームページ（2012 年 5 月 26 日），at http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/ps_summit/palm_06/ 
kizuna_jp.html（2016 年 1 月 4 日確認）． 
54 世界銀行ホームページ（2013 年 1 月 18 日），at http://www.worldbank.org/ja/news/press-release/2013/ 
01/18/5-pacific-island-nations-to-be-insured-against-natural-disasters（2016 年 1 月 4 日確認）． 
－ 17 － 
リスク保険機構（Caribbean Catastrophe Risk Insurance Facility : CCRIF）55 が参考にされた56。 
 このプログラムの仕組みは図 2 のとおりである。 
 まず、本プログラムに参加する太平洋島嶼国は、大規模自然災害（地震、津波、サイク
ロン）に対するリスクヘッジとして、世界銀行グループの国際開発協会（International 
Development Association : IDA）57 と「自然災害デリバティブ契約」を締結する（島嶼国から
IDA への、自然災害リスクの移転）。 






 島嶼国が負担する保険料については、クック諸島59 以外の 5 ヵ国の保険料の一部を、日
本政府が本プログラムのドナー国として、肩代わりしている。 
 図 2 には現れないが、リスクモデリング会社である AIR ワールドワイドが、災害発生時
の予想損害額を算定するための、最先端のリスクモデルを提供している（リスクモデリン
グ会社については 2.4 参照）。 
保険金給付については、島嶼国に一定規模以上の自然災害が発生した場合、保険会社は、
                                                          
55 カリブ海諸国 16 ヵ国政府に対して、大型地震やハリケーンの発生時に迅速に保険金を支払い、加
盟各国の災害への対処を支援するための機構。2007 年に日本政府からの拠出金を得て、世界銀行が
中心となって設立された。 
56 日本経済新聞 2012 年 2 月 3 日朝刊「自然災害保険を創設、首相提唱へ、太平洋諸国向け」。 
57 世界銀行グループの、最貧国向け基金。世界の 79 ヵ国の最貧国を対象に、健康と教育、インフラ
と農業、経済開発と組織開発のための支援を提供する、世界最大の援助機関の一つ。1960 年設立、
加盟国は 170 ヵ国。 
















図 2 太平洋自然災害リスク保険パイロットプログラムの仕組み 
－ 18 － 
損害の調査（査定）を経ずに、あらかじめ設定した保険金を IDA 経由で対象島嶼国に迅速
























図 3 太平洋自然災害リスク保険パイロットプログラム：保険金給付の流れ 
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4.5 プログラムの実績 
 











 2 番目の保険金給付事例は、バヌアツである。 
 2015 年 3 月 13 日にバヌアツを直撃したサイクロン「パム」（カテゴリー5）は、83 の島
のうち 22 の島に多大な被害をもたらし、人口の半分以上にあたる約 17 万人が被災した。
バヌアツ国家災害管理局の当初推定によれば、建物が倒壊し、電力網・通信網が大きく損
壊されたことで、約 7 万人が一時的な避難所を必要とする事態となった。 
 世界銀行は、バヌアツへの復興支援として、太平洋自然災害リスク保険パイロットプロ
グラムから 190 万ドルの保険金が支払われたことを、同年 3 月 30 日に公表した62。この保
険金によってバヌアツ政府は喫緊の復旧・復興活動の資金を確保することができ、本プロ
グラムが有効に機能することが示された。 
 この 2 つの事例では、災害発生から保険金給付までに要した時間がいずれにおいても 2
週間前後と短く、「被災国へ、当座の緊急資金を速やかに提供する」という本プログラムの
所期の目的は達成されているものと評価できる。 
                                                          
61 世界銀行はこの他にも、ハアパイ諸島の損害査定および被害状況の全体像把握を支援している。
世界銀行ホームページ（2014 年 1 月 23 日），at http://www.worldbank.org/ja/news/press-release/2014/01/ 
23/tonga-to-receive-payout-for-cyclone-response（2016 年 1 月 4 日確認）． 
62 世界銀行は他にも、バヌアツの被害状況把握と緊急対応ニーズの査定、同国観光産業の再建支援
などに取り組んでいる。世界銀行ホームページ（2015 年 3 月 30 日），at http://www.worldbank.org/ja/ 
news/press-release/2015/03/30/world-bank-group-offers-support-to-aid-vanuatu-recovery（2016 年 1 月 4 日
確認）． 













で結びつけ、予測結果を導出することによって、信頼性の高い CAT モデルが構築される。 
大規模な自然災害リスクは、いわゆる「テール・リスク63」に属するものであり、「大数
の法則」に則った旧来の保険数理計算では対応できない。信頼性の高い CAT モデルを構築













                                                          
63 テール・リスクとは、発生する確率は極めて低いが、発生すると非常に巨大な損失をもたらすリ
スクのこと。 





























                                                          
64 日本経済新聞 2013 年 6 月 27 日朝刊「金融庁、金融市場の整備支援、タイ・インドネシア当局と
合意」。 
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